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はじめに

鉱工業、とりわけ製造業の生産動向を把握する最も代表的な指標が、鉱工業生産指数で

ある。鉱工業生産指数は、製造業に限らず、経済の全般的な景気を表す指標としてもしば

しば利用されている。これは製造業の生産動向、すなわちモノの生産動Iih]が、景気を判断

する上で重要であると考えられているからである。もちろんそれだけではなく、鉱工業生

産指数の変動と景気との対応関係が良好であった、という経験的な側面も見逃せない。過

去の景気の基準日付と鉱工業生産指数の転換点は、かなりよく一致していることが確認さ

れている。

一方、経済のサービス化・ソフト化が進展し、広い意味でのサービス業''１，あるいは第

３次産業の経済における比重が高まってきている。したがって、景気変動を分析する場合

は、製造業に関する鉱工業生産指数だけではなく、第３次産業の生藤勤lillを把握する指標

も積極的に利用する必要があるだろう'２１。よく利用されている第３次廠;業に関する指標に、

百貨店販売額や商業販売額などがあるが、それらは第３次産業の一部の活動を測定してい

るにすぎない。製造業の鉱工業生産指数に対応する第３次産業に関する指標は、「第３次

産業活動指数｣'3'である。ただし、鉱工業生産指数が製造業の生産動向を直接調査し、指

数化しているのに対して、第３次産業活動指数は、「活動」という用語からもわかるよう

に、その生産動向を直接調査するのではない。もちろん、産出数量がわかる場合には数量

を用いるが、数量が得られない場合には、産出金額、さらには施設数．需要データなどで

代用されている。もちろん、これはモノと違ってサービスの数量を把握することが困難で

あるという制約によるものである。

ところで、第３次産業活動指数が景気変動を把握するために、実際によく利用されてい

るかというと、必ずしもそうではない。少なくとも鉱工業生産指数ほどは利用されていな

いのが現実であろう。たとえば、景気動向指数（ＤＩ）の採用系列に第３次産業活動指数

は含まれていない（後の表６参照)。これは、第３次産業活動指数が鉱工業生産指数のよ

うに厳密な意味での数量指数ではないので、その意味するところがはっきりしないという

印象があること、鉱工業生産指数ほど公表されるようになってから時間が経っていないこ
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となども原因であろう(1)。さらにあまり利用されてこなかった最も大きな原因として、過

去における第３次産業活動指数の変動が、景気にうまく対応していなかったことがあげら

れよう。図Ｉからもわかるように、第３次産業活動指数は90年代初頭まではほぼ一方的な

上昇トレンドをもっており、循環的な変動を示すものではなかった。もちろん、第３次産

業自体がその時期に伸び続けたという事実を反映した結果であろうが、そのような変動で

は景気指標として利用しにくいことは確かである。したがって、付加価値額に対するカバ

レッジが鉱工業生産指数より大きいにもかかわらず、それほど第３次産業活動指数が重要

視されてこなかったというのが実情である。

本稿の目的は、第３次産業活動指数が本当に景気変動を表すのに妥当ではないのか、あ

るいは景気指標として利用可能ではないのかという疑問を出発点に、第３次産業活動指数

の変動を他の景気指標との関係から特徴づけることである。とりわけ、第３次産業活動指

数の総合指数だけでなく、業種別指数も考慮に入れ、鉱工業生産指数との関係および景気

指標との関係をいくつかの観点から分析し、第３次産業活動指数の利用可能性を考えてみ

たい。

本稿の構成は以下の通りである。第１節では、第３次産業活動指数と景気の基準日付と

の対応について概観する。第２節では、鉱工業生産指数と第３次産業活動指数の時差相関

分析を行い、製造業と第３次産業の時間的な対応を分析する。第３節では、製造業と第３

次産業の関係を、鉱工業生産指数と第３次産業活動指数に因果関係の検定を適用すること

によって考察する。第４節では、主成分分析によって第３次産業活動指数とＤＩ採用系列

の関係を分析し、第３次産業活動指数がどのような性質をもつのかを考察する。

図１．第３次産業活動指数（総合；季節調整済；３か月移動平均）
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1．第３次産業活動指数の変動

１．１季節調整済データと対前年同月比

まず、第３次産業活動指数の変動を大まかにながめてみよう。図１にあるように寸第３

次産業活動指数（総合）の季節調整済データは、公表以来ほぼ一貫して上昇し続けてきた

ことがわかる（以下ではすべて月次データを用いる)。若干の不規則変動を除くと、例外

は、第１次オイルショック後と90年代に入って（1992年頃）である。オイルショックは別

にしても、９０年代に入って、第３次産業活動指数の水準が低下し、循環的な変動をみせる

ようになってきたことは注目に値する。従来、後退期でも景気の下支えとしての役割を果

たしてきた第３次産業が、最近では製造業などと同様に後退するようになったことを表し

ているからである。これまでは順調に伸びてきたサービス関連の産業も、その成長が停滞

してきた、あるいは消費者に必要なサービスもかなり浸透してきたことなどが反映されて

いると思われる。

このようにみると、これからは季節調整済の第３次産業活動指数が、景気変動と対応し

ながら循環的な変動を示すであろうことが予想される。それでは、過去の第３次産業活動

指数を景気変動と対応させることはできないのだろうか。上昇トレンドをもった変数を分

析するには、変化率を利用することが多い。そこで、第３次産業活動指数（総合）の原系

列の対前年同月比をとってみよう（図２)。前年同月比の変動は、当然ほとんどの期間で

プラスであり、かなりの不規則変動がみられるものの循環的な変動を示している。循環的

な変動であっても、それが景気変動と対応しているのかどうかは以下で検討されるが、第

３次産業活動指数と景気の関係を分析するのであれば、季節調整済系列よりも前年同月比

を利用した方がよいだろう。もちろん、図１．２は、第３次産業活動指数の総合指数につ

いてであり、業種別指数を利用すれば異なった変動がみられる。以下では、王に前年同

月比を利用し、必要な場合には季節調整済系列の結果も示すことにしよう'5'。

第３次産業活動指数（総合；前年同月比；３か月移動平均）図２．
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１．２基準日付との対応

ある変数と景気変動との対応関係をみる基本的な方法は、その変数の転換点（山・谷）

と景気の基準日付をつきあわせて、その先行・一致・遅行のタイミング（月数）をみる方

法である。そして、先行／遅行の月数の平均や標準偏差によって、その変数と景気の対応

関係を把握する'6'。この方法を表Ｉで示した第３次産業活動指数の業種別指数・特掲指数

の前年同月比に適用した結果が、表２で示されている。以下の分析では、主に総合指数な

らびに大分類指数（７系列)、サービス業については中分類指数（３系列）と個別業種

(８系列）を用い、さらに補完的にサービス業に関連した特掲指数（１０系列）を用いる

(表ｌ）。

表２は、各指数の５か月移動平均をとった上でその転換点を決定し、経済企画庁が公表

している基準日付とのタイミングをみたものである。ただし、各指数の転換点は、基準'１

付の付近以外にもみられる場合が多いので、対応づけは基準日付の前後１５か月以内をみる

ものとし、その｣911111内に複数の転換点を示すものは、山については最も高い水準、谷につ

いては最も低い水準となっている転換点をとった。

結果をみると、個別の指数ごとにかなりの違いがある。たとえば、対個人サービス業

(ＬＡ）は、1985年６月の山に対して７か月の遅行をみせているが、その個別業種(ＬＡ２

とＬＡ３）では、先行性をみせている。また、全体的にみれば、マイナスの値が多くなっ

ている。これをそのまま解釈すれば、第３次産業活動指数は景気に先行的であるというこ

とになる。しかし、この解釈をそのまま受け入れるのは問題である。なぜならば、」このよ

うに一定のルールを設定しても、図２のように前年同月比の系列には不規則変動が多く、

基準日付に対応する以外の転換点がかなり多く現れるからである。したがって、この結果

から必ずしも第３次産業活動指数が先行性・一致'性・遅行性のいずれの性質をもつのかを

結論づけることはできない。
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表１．分析に用いた第３次産業活動指数
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第３次産業総合

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸・通信業

卸売・小売業・飲食店

金融・保険業

不動産業

サービス業

対個人サービス業

旅館・その他宿泊所

映画業

競輪・競馬・その他の公営競技

対事業所サービス

物品賃貸業

自動車賃貸業

放送業

情報サービス業

広告業

公共サービス業

公務 ＬＪＬＩ
第３次産業活動指数 データの利用期間 変数名

[特掲分類］

対個人サービス業（生活関連）

対個人サービス業（余暇関連）

生産・流通関連サービス産業

情報・通信関連サービス産業

レジャー関連サービス産業

対事業所関連活動

対個人関連活動

対個人関連活動（生活関連）

対個人関連活動（余暇関連）

対事業所・対個人共通活動

1983.1～1994.6

1983.1～19946

19831～19946

1983.1～1994.6

1983.1～1994.6

1979.1～1994.6

19791～1994.6

1979.1～1994.6

1979」～1994.6

19791～1994.6

１
２
３
４
５
６
７
８
９
⑩

Ｔ
Ｔ
Ｔ
Ｔ
Ｔ
Ｔ
Ｔ
Ｔ
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表２．第３次産業活動指数と基準日付のタイミング（月次）

※空欄は、基準日付に対応する時点のデータがないことを示す。

＊は、基準日付に対応する転換点がみつけられないことを示す｡
変数の記号は表１を参照のこと。
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2．第３次産業活動指数と鉱エ業生産指数の時差相関分析

この節では、第３次産業活動指数と鉱工業生産指数の時差相関をとることによって、両

者の時間的対応関係を検討し、第３次産業あるいは第３次産業活動指数の特徴をみていく

ことにする。

２．１製造業と第３次産業の関係

はじめにも述べたように、鉱工業生産指数は製造業の生産動向を把握する指標であると

同時に、経済全体の景気変動を表す指標でもある。したがって、鉱工業生産指数と第３次

産業活動指数の関係を分析するということは、製造業と第３次産業の関係だけでなく、第

３次産業活動指数と景気変動との対応をみることにもなる。まずは、製造業と第３次産業

の関係について、若干コメントしておこう。

元来、第３次産業あるいは広い意味でのサービス業というのは、製造業との関連が深い。

たとえば、製造業の生産が活発で、モノが多く生産されるようになれば、それを運ぶ運輸

業、販売する卸売・小売業の活動へも波及する。さらに、設備投資が拡大すれば金融業等

の活動も活発になるだろう。また、製造業に対する様々な対事業所サービスも、より多く

必要とされる。したがって、第３次産業は製造業に追随する形で変動するであろう。特

に、こうした図式は高度成長期あるいは大量消費の時代に、想定することができる。図３

は、製造業と非製造業の日銀短観の業況判断ＤＩのグラフである。これをみると、非製造

業の業況判断が、製造業の業況判断を後追いし、若干のラグをもって変動していることが

わかる（景気の破行性)。

しかし、経済のサービス化がより進行すると状況は変化してくる。個人消費に占めるサ

ービスのウェイトが増加してくれば、サービス生産はモノの生産とは独立に動くようにな

り、製造業と第３次産業の関係は以前より薄れるだろう。また、大量消費ではなく、消費

の多様化

にともなって、商品のデザインや広告、販売方法も多様になってくるので、サービス生産

が増加する'７１。したがって、必ずしも第３次産業が製造業の後追いをすることはなくなり､、

製造業への依存度は小さくなるであろう。

このような図式を検証するには、製造業と第３次産業の時間的な対応関係を分析する必

要がある。そこで、以下では、鉱工業生産指数と第３次産業活動指数の時差相関係数をと

ることによって、両者の関係をみることにする。
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図３．１１銀短観ＤＩ（業況判断指数）

図３．日銀短観の業況判断ＤＩ
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２．２鉱工業生産指数と第３次産業活動指数の時差相関係数

２変数の時|M1的対応関係、すなわち先行／遅行の関係を分析するための，つの方法とし

て、時差相関係数（あるいは相互相関係数；crosscorrelationcoefficient）がしばしば

用いられる。２変数ｘとｙの時差相関係数は、

Ｔ

２（ｘルー淀）（y1-h--7）
L＝1

ｒ（ｈ）

ｔ＝１ｔ＝ｌ

によって定義される''j'。ここでｈは時差であり、ｈの与え方による１１等差相関係数ｒ（h)の

動きによって、ｘとｙの時間的な対応関係（先行／遅行）をみることができる。以下では、

ｘを鉱工業生産指数、ｙを第３次産業活動指数として、時差相関係数を求める。また時差

は、-12から＋12とした（前後１年)。表１に示したすべての業種別および特掲指数と鉱

工業生産指数について、いくつかの期間に対して時差相関係数をとってみたが、以下では

特徴的な業種のみの結果を示す(9,．

図４は、1974年１月から1994年６月までの季節調整済データを用いた結果である。時

差がプラスになるほど、若干、時差相関係数は大きくなっている（ピークは６～10か月）

が、それほど大きな変化はない。その他の期間や他の業種についても、季節調整済データ

を用いるとほぼ''1様の結果が得られた。ここで注意すべきことは、ト１１|則係数の水準はいず

れも0.9以上と高いことである。これは、鉱工業生産指数と第３次産業活動指数にいずれ

も強い上昇トレンドが含まれていることによる。そこで、前節でも述べたように、対前年

同月比を用いた結果によって検討しよう（図５－１．図５－２)。

－８８－

LllWiE1iiiiiiLilLW1iil
ヘ ｎＬ」 Ａy･･:.､いか、

□

Ｃ

ａ

ｎ●●■。



図４．時差相関係数（季節調整済；１９７４１－]994.6）
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図５－１の総合指数をみると、前年同月比のデータでは、時差がマイナスの期間で時差

相関係数が高くなっており、プラスになるにしたがって低下している。こうした傾向は、

卸売・小売業やサービス業でもほぼ同様である。トレンドを含んだ季節調整済の結果とは

大きく異なっているが、こうした傾向から第３次産業活動指数の前年同月比が、鉱工業生

産指数あるいは景気に対して先行性があると結論づけることは危険である。なぜならば、

時差相関係数のピークは９～10か月とかなり長く、そのようなかなり長い先行期間に対し

て理論的な説明はつけにくいからである。この結果に対する解釈として理論的には、モノ

を生産する際、事前に必要なサービスの存在があること（たとえばリース、デザインといっ

た対事業所サービス）などがあげらよう。また、統計的には、対象期間が20年とかなり長

いので、期間内に構造変化が含まれること、水準ではなく変化率の方が転換点を早くむか

えることなどが考えられる。もちろん、第３次産業が鉱工業生産指数に代表される景気変

動とは別の変動を示してきたという考え方もできる。いずれにせよ、この結果をうまく説

明することはむずかしい。

業種別指数で特徴的なのは運輸・通信業で、時差０がピーク、つまり製造業と時間的に

ほぼ一致した変動を示している。これは、この業種の活動は、製造業でモノが生産・出荷

されると同時に必要とされることから説明がつくであろう。また、サービス業については、

対事業所サービス業が、多くの時差に対してサービス業全体あるいは対個人サービス業よ

りも、相関の水準が高くなっている。これは、製造業との対応を考えれば当然であろう。

また、対事業所サービス業は、他の業種と違って、時差がプラスで大きくなっても低下し

続けず、５か月あたりをボトムに反転している。これは、対事業所サービス業が、製造業

の生産にやや遅れた反応をも示すことを意味しているのかもしれない（たとえば企業内サー

ビスの外性化などによる)。

次に時差相関係数を期間の後半（1984年１月～1994年６月）について計算したのが、

図６－１.図６－２である。これは、全期間の結果と異なった様相を呈している。総合指

数でも業種別指数でも、ピークはほぼ０時点にあり、全期間の運輸・通信業と同様のパタ

ーンである。このことは、第３次産業が景気に対して一致的な性質をもつようになってき

たことを示している。すなわち、サービスがモノの後追いではなく、サービス化の進行と

ともにサービスが独自の需要となり、景気の変動と直接関係するようになってきたのであ

る。これは、図６－２のサービス業の相関の水準が、総合指数より高いことからも推測で

きる。もちろん、流通などにおける技術革新により、モノとそれに関連したサービスの同
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時性が強まったことなども原因であろう。

業種別折数についてみると、運輸・通信業では全期間の結果と違って、時差がプラスで

も６か月ぐらいまでは、相関の水準がそれほど低下していない。これは、運輸業での宅配

便に代表されるように、この業種で個人消費との結びつきが強くなったことを反映してい

るのだろう。また、情報サービス業は、逆に時差がマイナスのときにも、相関の水準が高

い。情報サービス業の役割が高まってきたことは周知の通りであるが、情報サービスがモ

ノの生産に事前に必要であり、景気に対する先行性または一致性があることを示唆してい

る。

ただし、時差相関係数の解釈には、注意が必要である。時差相関係数は、線形関係の強

さを測るだけで、２変数の線形関係の強さと時間的な対応関係について関連づけることが

できない場合もある。たとえば、図３の製造業と非製造業の業況判断ＤＩの時差相関係数

を算出してみると、時差を０としたときの水準が0.86と最も高くなっている。つまり、時

差相関係数だけから、時間的な先行性・一致性・遅行性を必ずしも明確にすることができ

るとは限らない。

図６－１．時差Ｉｉ１１関係数（前年同月比；1984.1-1994.6）
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3．鉱エ業生産指数と第３次産業活動指数の因果関係

前節では、製造業（あるいは景気）と第３次産業という観点から、モノの生産がサービ

スの動向に影響を与えるかどうかを考察した。しかし、モノからサーピスヘという一方的

な方向で両者が関係しているのかを、データから検証したわけではない。そこで、この節

では、鉱工業生産指数と第３次産業活動指数に対してグレンジャーの因果関係の検定''0を

行い、両者の関係を分析する。

３．１グレンジャーの因果関係の検定

ｘとｙに関してのグレンジャーの因果関係とは、２変量ＶＡＲ（ｐ）モデル

ＩｂＩＩ

ｘ，＝ZaixK-i＋Ｚｂｙｌ－，＋Ｕ,！
ｉ＝１ｉ＝１

(2)

Ｉ）ｌ）

ｙ，二＝Ｚｃｉｘｉ－,＋Zdiy1-i＋Ｕａ
ｉ＝Ｉｉ＝Ｉ

(3)

において、ｂ＝0(i＝1,2,…,p）であればｙからｘへの因果はなく、いずれかのbiについて

０でなければｙからｘへの因果があるとみなすものである（ｘからｙへの因果については、

Ｏについて考える)。検定の方法にはいくつかあるが、以下ではグレンジャーの直接テス

トと呼ばれる通常の回帰分析と同様のＦ検定（制約なしの残差平方和と制約付の残差平方

和を利用した検定）によって、因果関係の検定を行うことにするⅢⅡ。

３．２検定結果

鉱工業生産指数と第３次産業活動指数に対して、グレンジャーの因果関係の検定を行っ

た結果は、表３－１に示されている。表３－１は、ＶＡＲモデルの次数をｐ＝４に固定し

て、Ｆ値を計算した結果である（ただし特掲指数については示していない)。検定は、１９７

４年１月から1994年６月までの全期間と、それを前半10年と後半10年半に分けたそれぞれ

について行い、データには前年同月比を用いている⑫。また、前年同月比であるからレベ

ルのデータに比べて定常的であると思われるが、単位根の検定をＤＦテストならびにＡＤ

Ｆテストによって行ったところ、いずれの業種別指数ついても、単位根はないという結論

が得られた（結果省略)。

まず、総合指数（Ｓ）についてみてみよう。全期間では、Ｆ検定の結果、鉱工業生産指
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数（ＩＩＰ）と第３次産業活動指数は、いずれの方向についても因果関係がないという仮

説は棄却され、相互依存の関係があるとみられる。しかし、分析期間を前半と後半に分け

てみると、前半については、鉱工業生産指数から第３次産業活動指数への因果のみがみら

れ、後半についてはその因果関係がみられない（第３次産業活動指数から鉱工業生産指数

への因果は両期llilでみられない)。この結果からすると、かつてはモノからサービスへの

因果があったが、前節でも述べたように最近になってモノとサービスが独立に変動するよ

うになったかのように思える。しかし、この結論には問題がある。表３－１では、ＶＡＲ

（４）ですべての期間・業種について推定したが、それは各指数の全期間に対してシュバ

ルッの情報量基準ＳＢＩＣを用いて同定を行った結果の次数（ｐ＝４）を、分割した期間

にもそのまま適用した結果である（全期間についてはすべての業種でｐ＝４が選択され

た)。したがって、期間を分割した場合でもｐ＝４が最適な次数であるとは限らない。そ

こで各期間・各業種に対してＳＢＩＣにより同定を行い、グレンジャーの因果関係の検定

を行った結果が表３－２である価。

表３－２の総合指数をみると、後半の期間ではＶＡＲの次数は２となり、その結果、鉱

工業生産指数と第３次産業活動指数に相互依存の関係がみられるようになっている。この

結果を採用すれば、製造業から第３次産業への因果は依然としてみられ、さらに前半では

みられなかった第３次産業から製造業への因果が新たに現れるようになったといえる。業

種別指数では、サービス業（Ｌ）で同様の結果が得られている。こうした相互依存的な関

係は、前節で示した時差相関係数のパターンからもわかる。つまり、第３次産業あるいは

サービス業自体が、景気循環的な変動を示すようになった、あるいは景気変動に影響を与

えるようになったのであり、また、モノとサービスが独立して動くというよりも、製造業

に対して第３次産業からも影響を与えるようになったのである。後者の影響については、

第３次産業自体も情報化等が進み、そのために大規模な設備投資が必要になってきたこと、

サービス化・情報化が進むこと目体が製造業に影響を及ぼすこと（たとえば、前節で述べ

た対事業所サービスと製造業の関係）などが考えられる。ただし、サービス業の個別業種

については、このようなIAiil果関係の検定の結果が得られていない。

また、卸売・小売業（１）については、製造業からの因果関係が前半ではみられたのに、

後半ではみられていない。卸売・小売業の活動については、モノの生産に大きな影響を受

けてきたが、最近ではその関係が薄れてきたのである。その他の業種については、ほとん

ど双方に因:栗関係がないという結果が得られている。

－９３－



表３－１．鉱工業生産指数(IIP)と第３次産業活動指数の因果関係の検定（VAR(4)による）

数字はＦ値 ＊５％で有意（因果関係あり）

変数の記号は表１を参照のこと

表３－２．鉱工業生産指数(IIP）と第３次産業活動指数の因果関係の検定

（SBICに基づいたVAR(p)の同定による）

9４２０６

－９４－

期間 1974.1-94.6

]]P→３次指数 3次指数→llP

19741-83.12

IIP→３次指数 3次指数→IIP

1984.1-94.6

IIP→３次指数 3次指数→IlP
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３３ステップワイズ検定

以上の因果関係の検定では、分析期間を全体とその前半・後半というように、かなり大

ざっぱに分けている。しかしそのやり方では、いつごろ製造業と第３次産業の関係に変化

が生じたのかが明確にならない。そこで、グレンジャーの因果関係の検定をステップワイ

ズに行い、どの時点で製造業と第３次産業の関係に構造的な変化が生じたのかを検証して

みよう。

ステップワイズに因果関係の検定を行うには、２通りの方法が考えられる。今、最初の

対象期間を1974年１月から1983年12月とする。第１の方法は、対象期間を1983年12月から

lか月ずつ増やしていき、1974年１月から1984年１月、1974年１月から1984年２月…とい

うように期間を変えて、検定結果の変化をみる方法である。第２は、対象期間を1972年２

月から1984年１月、1972年３月から1984年２月…と標本の大きさを固定して動かしていく

方法である。ここでは、標本期間を固定する積極的な理由はないので、第１の方法を用い

ることにしよう（第１の方法の期間のずらし方は、回帰分析におけるステップワイズ・チャ

ウテストに対応している)。

総合指数に対する因果関係のステップワイズ検定の結果は、表４に示されている００。は

じめに１年ずつ期間を増やし、検定の結果が異なった年の前後では、lか月ごとに細かく

変化をみていくという方法をとった。１年ごとの変化をみると1987年までの結果を境に第

３次産業活動指数から鉱工業生産指数への因果の有無が変わっている。そこで、その前後

を月別にみると、ちょうど1987年12月までは第３次産業活動指数から鉱工業生産指数への

因果がみられなかったのに対して、1988年１月以降のデータを用いると因果がみられるよ

うになった（表のｂ)。当然、鉱工業生産指数から第３次産業活動指数への因果は、どの

期間についても確認されている。ただし、１年ごとにずらした場合、1992年のところでも

変化がみられたが、月ごとにみると、その前後５か月程度が一時的に因果がみられないだ

けで、すぐにまたもとの因果があるという結果に戻っている。したがって、その期間に本

質的な構造変化が生じたとは思われない。

以上のことから、第３次産業と製造業あるいは景気との関係は、1987年までとそれ以降

で異なっていることがわかる畑。つまり、従来は、モノからサービスへの一方的な影響だ

けがみられたが、1988年以降は両者に相互依存の関係がみられるようになったのである。

また1988年以降、第３次産業活動指数が景気の循環的な変動に影響を与えるようになり、

景気指標として特に有効性を発揮するようになったといってもよいかもしれない。
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問題は、その境界がどのような時期であったかである。1987年から1988年といえばバ

ブル景気の真っただ中である。たとえば、経済のサービス化が1987年ごろまでにある程度

浸透したとみることもできるし、1988年以降、パソコンやワークステーションなどに代表

される情報化が急速に進み、情報サービス業等から製造業への影響が強まったなどとも考

えられる。しかし、この点については、別の観点からの詳細な検討が必要であろうし、こ

こではその時期に製造業と第３次産業の関係に変化が生じたであろうという指摘にとどめ

ておこう。

また表５は、卸売・小売業、サービス業、対事業所サービス業について、同様のステッ

プワイズ検定を行った結果である。サービス業については総合指数とほぼ|司様の結果がも

たら

されている。また、卸売・小売業については、第３次産業活動指数から鉱工業生産指数へ

の因果がみられるようになったが、その変化は総合指数より１年ほど早くなっている。ま

た、対事業所サービス業については、1990年以降に、対事業所サービス指数から鉱工業生

産指数への因果がみられるようになっており、逆の因果は検証されていない。

表４．鉱工業生産指数(IIP)と第３次産業活動指数(総合)の因果関係のステップワイズ検定

（a）１年ごと（b）lか月ごと
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表５．鉱工業生産指数（IIP）と業種別指数の因果関係のステップワイズ検定

（a)卸売・小売業（b)サービス業
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4．第３次産業活動指数と景気指標の主成分分析

第２節・第３節で、鉱工業生産指数と第３次産業活動指数の関係をみてきたが、それは、

前にも述べたように、鉱工業生産指数が代表的な景気指標であるということに基づいてい

る。しかし、景気をみる上で重要な指標は、鉱工業生産指数だけでなく、ＤＩやＣＩを作

成するのに用いられる先行・一致・遅行系列に分類された多くの景気指標などがある（表

６)。もちろん、これらの変数１つ１つについて、これまでのような分析を行うことも可

能であるが、本節では、主成分分析によって、これらの変数を一括して第３次産業活動指

数との関係を分析しよう。
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４．１主成分分析による景気分析

主成分分析は、ｋ個の変数に共通する変動（主成分）を求める方法であり、各変数の変

動（分散）をできるだけ説明づけるように主成分を抽出し、変数を少ない次元に縮約する

ための方法である。主成分分析では、ｘ,.,ｘ2,…,ｘｋに対して、

ziL＝βIixI，＋β2,x2L＋…＋βＭｘh‘（i＝1,2,…,k，ｔ＝1,2,…,T）（４）

という関係を想定する。ここで、ｚは主成分（得点)、βは固有ベクトルである。主成分

分析の景気分析への利用は、変数を先行・一致・遅行の各系列に分類し、系列ごとに主成

分分析を行い、共通変動としての景気（主成分）を抽出するumo

表６に示されている景気指標に対して主成分分析を適用した結果は、表７．図７に示さ

れている｡分析期間は、前節までと同じく1974年１月から1994年６月である。この結果、

先行・一致系列については、第１主成分・第２主成分を景気変動とみなすことができる。

なぜならば、第１主成分については、ほとんどの変数について固有ベクトルの要素がプラ

スで値が大きく（逆サイクルの系列である生産者製品在庫率指数Ｌｌ、原材料在庫率指数

Ｌ２はマイナス)、第１主成分で絶対値が小さい先行系列の耐久消費財出耐旨数（Ｌ８）・

日経商品指数（Ｌ９）・マネーサプライ（Ｌ10）および一致系列の百貨店販売額（Ｃ７）・

商業販売額指数（Ｃ８）はいずれも前年同月比の系列であり、その変動は第２主成分でと

らえられている。また、図７の主成分の時系列プロットをみても、第１主成分がトレンド

サイクル的変動、第２主成分が循環的変動であることがわかる。遅行系列については、第

１主成分がトレンド要因で、第２主成分が固有ベクトルの要素の大きさから景気変動を表

しているとみなすことができる。
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表６．，１採用系列
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譜備扮冒（今丙

Ｆｌ－Ｈ（全l刊型

６法人税収

Zユロノ目

８全l玉l銑

前年同月比

四半期データ

資料：経済企画庁『景気動向指数』

＊

＊＊

－９９－

先
行
系
万

Ｌ１生産者製品在庫率指数（最終需要財）（逆サイクル）

Ｌ２原材料在庫率指数（製造業）（逆サイクル）

Ｌ３新規求人数（除学卒）

Ｌ４実質機械受注（船舶・電力を除く民需）

Ｌ５建築着工床面積（鉱工業・商業・サービス業）

Ｌ６新設住宅着工床面積

Ｌ７建設工事手持月数

Ｌ８耐久消費財出荷指数＊

Ｌ９Ｉ]経商品指数（総合）

Ｌ1０マネーサプライ（Ｍ２＋ＣＤ）＊

L1１収益環境指数（製造業）

Ｌ1２投資環境指数（製造業）

Ｌ1３中小企業業況判断来期見通し（全産業）＊＊

致
系
列

Ｃ１生産指数（鉱工業）

Ｃ２原材料消費指数（製造業）

Ｃ３電力使用量（９地力計）

Ｃ４稼働率指数（製造業）

Ｃ５労働投入量指数（製造業）

Ｃ６投資財出荷指数（除輸送機械）

Ｃ７百貨店販売額＊

Ｃ８商業販売額指数（卸売業）＊

Ｃ９経常利益（全産業）＊＊

Ｃ1０中小企業売上高（製造業）

Ｃｌｌ有効求人倍率（除学卒）

遅
行
系
列

LＧ１生産者製品在庫指数（最終需要財）

LＧ２原材料在庫指数（製造業）

LＧ３常用雇用指数（製造業）

LＧ４実質法人企業設備投資（全産業）＊＊

LＧ５家計消費支出（全国勤労者世帯）＊

LＧ６法人税収入

LＧ７完全失業率（逆サイクル）

LＧ８全国銀行貸出約定平均金利



表７．先行・一致・遅行系列に対する主成分分析（1974.1-19946）

(1)先行系列

(2)一致系列

(3)遅行系列

変数の記号は表６を参照のこと
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主成分得点の時系列プロット

（a）先行系列
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４．２第３次産業活動指数の導入

上で行った主成分分析に第３次産業活動指数を追加することを考えよう。そうすること

によって、第３次産業活動指数が先行性・一致性・遅行性のいずれの性質をもつのかを判

断するのに役立てることができる。（k＋1）番目の変数を第３次産業活動指数として、

Ｚit＝βＩｉＸ１，＋βZiX蝋…＋βMXk，＋βk-LiXk+,（ （５）

（i＝1,2,…,k＋1,t＝1,2,…,T）

という主成分を考える。たとえば、(4),(5)式を一致系列に対して適用したとしよう。も

し、第３次産業活動指数ｘﾋｰ,が他のｋ個の変数と同様の一致性をもつのであれば、（４）

式と(5)式で得られる主要な主成分（たとえばi＝1,2）に、大きな変化はないであろう。

逆に、xkmに一致性がなければ、それを追加することによって(4)式の主成分分析の結

果は撹乱される。

したがって、第３次産業活動指数（もちろん別の変数でも構わない）を追加する前と後

で、次のような点についてチェックすれば、追加した変数が他の変数（たとえば一致系列

の諸変数）とＩＴＩ様の性質をもつかどうかを判断できる。

１．主成分の寄与率の変化

２．固有ベクトルの榊造の変化

３．追加した変数に対する固有ベクトルの要素の大きさ

すなわち、､主成分の寄与率が大きく低下したり、その主成分に影響の強い変数に対する固

有ベクトルの要素の大きさや符号が大きく変化すれば、追加した変数が他の変数と同様の

性質をもたないことになる。逆に、寄与率や固有ベクトルが大きく変化せずに（寄与率は

上昇してもよい)、追加した変数とその主成分に影響の強い変数の固有ベクトルの要素が

近い値をとっていれば、追加した変数が他の変数と同様の性質をもつことになる。また追

加する前後で、得られた主成分の解釈は同じでなければならない。

もちろん、この方法を適用するには、追加前に、変数が先行・一致・遅行の各系列にあ

る程度正確に分類され、安定的な主成分分析の結果が得られていることが前提である。

４．３主成分分析の結果

表７の(2)で示した一致系列の主成分分析に第３次産業活動指数（総合および業種別指

数）を追加した結果は、表８に与えられている､１．主成分の解釈等により、第３次産業活

動指数の季節調整済データを追加した場合は第１主成分のみ、前年同月比を追加した場合

－１０２－



｛よ第２主成分のみの結果を示してある。

第３次産業活動指数の季節調整済データを追加した場合、いずれの業種を追加しても寄

与率は追加前より上昇し、固有ベクトルの要素も0.30～0.34であり、鉱工業生産指数（Ｃ

１）など他の有力な変数と同様の値である。しかし、第１主成分がトレンド的な要素をも

もった変動であることから、このような結果がもたらされたのである。したがって、先行

系列についても同様の結果であった。よって、上昇トレンドをもつ季節調整済データによ

って第３次産業活動指数の先行性・一致性の判断を行うのは危険である。

第３次産業活動指数の前年同月比を追加した場合、第２主成分の寄与率が上昇した業種

はみられない。固有ベクトルの要素に注目した場合、マイナスの値が得られるのは、金融・

保険業（Ｊ）・不動産業（Ｋ）・対個人サービス業（ＬＡ)、公務（Ｍ）である。これら

の業種は、前年同月比でみる限り、一致性をもっているとはいえない業種である。

他方、寄与率がそれほど低下を示さず、しかもこの主成分に大きな影響を与えている

(固有ベクトルの要素が大きい）業種は、対事業所サービス業（ＬＢ）とその個別業種で

ある物品賃貸業（ＬＢ１）・放送業（ＬＢ３）・広告業（ＬＢ５）である。さらに別の期

間については表９に示されているように、情報サービス業（ＬＢ４）および特掲指数であ

る情報・通信関連サービス業（Ｔ４）・対事業所関連サービス業（Ｔ７）で同様の結果が

得られている（寄与率は追加前よりも上昇している)。したがって、第３次産業活動指数

の中でも、こうした対事業所サービス関連の業種の前年同月比は、一致指標的な性質をもっ

ているといえよう。表９の結果や前節までの結果から、特に最近になって（80年代後半以

降)、一致｣性が明らかになってきたといえるだろう。

－１０３－



表８．第３次産業活動指数の主成分分析への導入（1974.1-1994.6）

〈一致系列〉

(1)第３次産業活動指数は季節調整済データを使用（第１主成分）
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(2)第３次産業活動指数は前年同月比を使用（第２主成分）
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表９．第３次産業活動指数の主成分分析への導入（19801-1994.6,1983」-19946）

第２主成分の結果。３次指数は前年同月比を使用。

おわりに

以上、第３次産業活動指数と景気変動の関係、あるいは第３次産業と製造業の関係をい

くつかの観点から分析してきた。その結果、いくつかの点が明らかになった。まずは、製

造業と第３次産業は、従来のモノからサービスヘという一方的な因果関係ではなく、相互

依存的な関係へと変化してきたことである。そして、こうした変化は1988年ごろから生じ

たものと思われる｡次に、第３次産業が景気の循環的な変動と一致的に対応するようにな

ってきたことである。つまり、景気の一致指標として第３次産業活動指数(対前年同月比）

が利用できるようになってきたことが示唆された。その一致指標的な性質が、特に対事業

所サービス業を中心としてみられることも、主成分分析の結果から明らかになった。

はじめにも述べたように、景気分析等にこれまであまり利用されてこなかった第３次産

業活動指数であるが、それを利用する意義は、以上の結果から十分に増してきたと思われ

る。経済における第３次産業・サービス業の役割が重要になるにしたがって、サービスに

関する分析がますます必要になっているが、その際に第３次産業活動指数がより活用され

ていってもよいだろう。
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注

（１）ここで広い意味でというのは、モノを生産しないという意味である。狭い意味での

サービス業とは、産業分類におけるＬ分類のサービス業を指す。

(2)しかしながら、従来は、サービス経済化が進行すると、景気循環の振幅が小幅化す

るとも言われている（経済企画庁(1983）188ページ)。また、以下では、鉱工業生産

指数を「鉱工業」ではなく、「製造業」の生産動向を示すような表現をとる。

(3)第３次産業活動指数の作成等については、通産省(1994)を参照のこと。

(4)第３次産業活動指数が公表されるようになったのは1978年で、月次で1973年１月

までデータを遡ることができる（通産省(1994）１ページ)。

(5)その他にも、季節調整済データの対前月比も考えられる。

(6)個別指標のタイミングの判定方法は、ZarnowitzandBoschan(1975）ｐｐ､vii-vmを

参照のこと。また、後の分析で用いられる鉱工業生産指数およびその他の景気指標に

ついての結果は、勝浦(1995)を参照のこと。

(7)モノとサービスの関係やサービス化については、井原(1992)などを参照のこと。

(8)時差相関係数およびその利用方法については、廣松・浪花(1992）72-79ページを参

照のこと。また、時差相関係数については､自己相関係数と同様に、有意性検定を行

うことが可能である（LjungandBox(1978）を参照）が、本稿では検定は行ってい

ない。

(9)その他の結果については、勝浦・遠藤(1995)を参照のこと。

(10）グレンジャーの因果関係およびその検定については、Granger(1969）、山本(1988）

9-10章を参照のこと。

(11）因果関係の様々な検定方法は、PireceandHaugh(1977)，GuilkeyandSalemi

（1982)，NelsonandSchwert(1982)，ＧｅｗｅｋｅｅｔａＬ(1983)、山本(1988)などで提示・

比較されている。

(12）因果関係の検定では、季節調整済データを用いると変数間の構造を歪めることにな

り、好ましい結果をもたらさないことが指摘されている（FeigeandPearce(1979)、

山本(1988）179ページ)。そこで、原データを用いてダミー変数で季節性を除去する

方法がしばしばとられる。しかし、本稿では月次データを用いているので、ダミー変

数が11個も必要となってしまう。この問題もあって、因果関係の検定には対前年同月
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比データを用いた。

(13）このような場合、次数を固定して比較するのか、次数は異なっても情報量基準など

を用いて同定を行った結果で比較するのかは、一概に結論づけられない。Guilkey

andSalemi(1982)，Ｇｅｗｅｋｅｅｔａｌ.(1983）における因果関係の検定についてのシミュ

レーションでは、次数の同定の問題は扱っていない（NelsonandSchwert(1982）ｐ、

１７でモデルの次数のmisspecificationについての若干のコメントがあるが、それに

ついてのシミュレーションが行われているわけではない)。情報量基準による同定あ

るいはmisspecificationの問題と因果関係の検定の関係は、実験的にも非常に興味深

い問題である。

(14）ここでの検定は、すべてＶＡＲ（４）に基づている（ＳＢＩＣによれば、いずれの

期間でも幸いＶＡＲ（４）が最適であった)。さらに詳しく検討するためには、期間

をずらす際にも、表３の前半と後半のように、それぞれについて残りの期間に対して

検定を行い、その結果も考慮すべきであろう。また、ステップワイズに検定を行うと、

Ｆ値がかなり微妙に変化するので、設定する有意水準（ここでは５％に設定）によっ

て、結論が変わる恐れがある。

(15）参考までに時差相関係数を1987年までと1988年以降について算出してみると、それ

ぞれ図５－１と図６－１の形状とほぼ同様であった。

(１６）景気指標に対する主成分分析については、刈屋(1986)第７章を参照のこと。

(17）先行・遅行系列および他の分析期間に対する結果は、勝浦・遠藤(1995)を参照のこ

と。

参考文献

Feige,Ｅ､Ｌ・ａｎｄＤ､KPearce(1979)，“TheCasualCausalRelationshipbetween

Moneyandlncome,”ノル陸醗””且7画”､zﾉﾋ汐且"〃A5Z,塗｣ｳﾋ否；ｖｏｌ６１，

pp521-533．

Geweke,』.，ＲＭｅｅｓｅａｎｄＷ、Dent(1983)，“ComparingAlternativeTestsofCausa-

lityinTemporalSystcms：AnalyticResultsandExperimentalEvidence，
”

｡"Lzma/”"””7Ｆ"yt否Ｗｏｌ２１，ｐｐ､161-194.

Granger,ＣＷ.J、（1969)，“InvestigatingCausalReIationsbyEconometricModels

andCross-spectralMethods,『，及囹”ａｍＰな広母vol、３７，ｐｐ､424-438.

－１０８－



Guilkey，ＤＫａｎｄＭ・KSalemi（1982)，

forGranger-causalOrderingina

”ｚＺ７ａ"”2/ｈｓ勿〆A5i69姑上西voL64，

“SmallSamplePropertiesofThreeTests

BivariateStochasticSystem,，,jZP〃七Fわ”

pp668-680．

廣松穀・浪花貞夫（1990）『経済時系列分析」朝倉書店。

井原哲夫（1992）『サービス・エコノミー』東洋経済新報社。

勝浦正樹（1995）「経済変数の先行性・一致性・遅行性の分析方法について」『通産

統計研究』第２２巻第Ⅳ号1-20ページ。

勝浦正樹・遠藤香（1995）「第３次産業活動指数と景気との対応関係について」『第３

次産業の統計的把握及び統計調査の課題に関する調査研究』通産統計協会1-55ペ

ージ。

刈屋武昭（1986）『計量経済分析の考え方と実際』東洋経済新報社。

経済企画庁（1983）「経済白書昭和58年版』大蔵省印刷局。

Lju､9,ＧＭ.ｎｎｄＧＥ.PBox(1978)，“ＯｎａＭｅａｓｕｒｅｏｆＬａｃｋｏｆＦｉｔｉｎＴｉｍｅＳｅｒies

Models,”ありｉｍ７Ｆな内陶,voL66Ⅲｐｐ､297-304.

Nelson,ＯＲ、ａｎｄＧＷ､Schwert(1982)，‘`TestsforPredictive

TimeSeriesVariables：AMonteCarlolnvestigation,'，

“m5XH塗ｂｔｌＨノゴ4ａｍｃｚ２ｍｉｚ"ＷｏＬ７７，ｐｐ､１１－１８．

Relationshipsbetween

c〃LL'刀丑ノグ′」｡”‘”α日上

Pierce,，.Ａ，ａｎｄＬＤ・Haugh(1977),“CausalityinTemporalSystems：Characteriza-

tionsandaSurvey,”Ｊ､西zma／”α7〃”"7”ﾖﾉなＳＶＣ１．５，ｐｐ､265-293.

通商産業大臣官房調査統計部(1994）『第３次産業活動指数の解説（平成２年基準指数)」

通産省資料。

山本拓（1988）『経済の時系列分析』創文社。

Zarnowitz,Ｖ、andCBoschan,(1975)，‘‘Cyclicallndicators：Ａ、Evaluationand

NewLeadinglndexes,，，錘笠j”壷の”ｸiｳｾﾞｍｓＺｌ&?】男ﾀﾛｸMarch，ｐｐ､v-xxii．

－１０９－




